
４．イノベーション・システム改革
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注 ：2005年度には、既存制度の機能拡充により多数の制度が競争的資金に組み入れられた。

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

科学研究費補助金 それ以外

2期計画における倍増目標のライン

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

総 額 4,672億円 4,701億円 4,766億円 4,813億円

対前年比 - 0.6％増 1.4％増 1.0％増

我が国の競争的資金

○

 

競争的資金は、増加傾向にあるが、第２期基本計画の目標レベルまでは未到達。
○

 

年度間繰越の周知による繰越件数の増加、間接経費の拡充等、競争的資金の制度改善は進捗。

第2期計画では、競争的資金の倍増目標（2000年度約3,000億円から2005年

 
度に6,000億円）を掲げていたが、実現しなかった。

国の競争的資金総額の推移（当初予算額）国の競争的資金総額の推移（当初予算額） 競争的資金の制度改善の状況競争的資金の制度改善の状況

平成17年度 平成18年度 平成19年度

繰越件数 ５５件 ６４１件 １,２９７件

・取扱いの明確化による科学研究費補助金における

 
繰越件数の増加

・科学技術振興調整費の補助金化

○競争的資金制度の運用上の問題点に関する

 
アンケート（平成18年10月）
○研究費の不正対策検討会報告書（平成18年12月）第

 
3部｢今後の研究資金制度の在り方｣

・研究費の会計年度による制約の撤廃・緩和
・間接経費の拡充
・ルールの統一化

 

等

・大学関係者有志、配分機関、関係府省が集まり、研究

 
費の使いやすさの改善に向けた、関係者間での勉強会

 
を実施。平成20年11月には｢ルールの標準化案｣（各研

 
究資金制度間のルールの差違による不便さを軽減する

 
ための共通ルールのモデル案）を関係者間で合意の上

 
とりまとめ、普及しているところ。

制度改善への指摘事項

文科省の主な取組

・間接経費の拡充

３０%を上限として措置可能

 

２３制度/２４制度

一部種目に３０%を措置

 

１制度/２４制度
出典：科学技術政策研究所「基本計画達成状況評価のためのデータ収集調査」
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競争的資金における間接経費の推移（配分実績）

（注）政府研究開発データベースには課題毎の配分総額、間接経費を登録。
直接経費は、「直接経費＝課題毎の配分総額－間接経費」として集計。
平成20年10月15日現在の値である。

○間接経費は着実に増加。直接経費に対する割合も増加し続けている。

出典：政府研究開発データベースより内閣府作成
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主要国における研究者１人当たりの研究費の推移

出典：科学技術政策研究所「科学技術指標（2008）」

○

 

我が国の研究者１人当たりの研究費は、主要国中で第３位。
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出典：科学技術政策研究所「科学技術指標（2008）」

（特許庁「特許庁年報」「特許行政年次報告書」より）

特許出願・登録件数の推移①特許出願・登録件数の推移①

【日本における特許出願・登録件数の推移】

○日本人の特許庁への出願件数は、近年は横ばい傾向。

○外国人による我が国への出願件数は日本人の１／６程度。

○登録件数は出願件数の１／３程度。
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（1）　推移　Trends （2）　内訳 (平成19年) 

  Breakdown (2007)

米国 78.8

 中国 32.9

 韓国 18.1

（千件）

欧州特許庁 13.7
European Patent
Office

中国 19.6
China

米国 47.0
United States

韓国  10.8
Rep. of Korea

その他 8.9
Others

出願総数167.5万件
Number of filings
（単位Unit：％)

 欧州特許庁 22.9

0
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20
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40
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70
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90

平成
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

米国 United States

欧州特許庁 European Patent Office

韓国 Rep. of Korea

中国 China

1,000 filings

（年）
Year

日本人の外国への特許出願及び登録件数日本人の外国への特許出願及び登録件数 外国人の我が国への特許出願及び登録件数外国人の我が国への特許出願及び登録件数

特許出願及び登録件数の推移②

出願

注）

 

１. PCT国際特許出願に基づき各加盟国の国内段階に移行した件数を含む。
２. 平成9年の韓国への出願件数については、下記資料において非居住国人による韓国への出願件数データが記載されて

いないため、低い数値となっている。
資料： WIPO Statistics Database, December 2008

"Patent applications by patent office and country of origin (1995-2007)"
"Patent applications by patent office, broken down by resident and non-resident (1883-2007) "

（1）　推移 Trends （2）　内訳 (平成19年)

  Breakdown (2007)

 米国 33.4

中国 16.2

韓国 17.3

（千件）

欧州特許庁 12.3
European Patent
 Office

中国 18.7
China

米国 38.6
United States

韓国  20.0
Rep. of Korea

その他 10.4
Others

登録総数 86.4万件
Number of grants

（単位Unit：％)

欧州特許庁  10.7
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（年）
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登録

注）

 

PCT国際特許出願に基づく登録件数を含む。
資料： WIPO Statistics Database, December 2008

"Patent grants by country of origin and patent office (1995-2007)"
"Patent grants by patent office, broken down by resident and non-resident (1883-2007)"

米国 41 .4 Unit ed  S tat es

韓国 10 .1 Rep . o f K orea

オラ ン ダ 5.7  Ne therla nd

フラン ス 5 .3 France

スイ ス 3 .8 S wit zerla nd

スウ ェー デ ン 2 .4 Sweden

その他  15.3  Other s

ド イツ 12 .8 Ge rmany

（2）　内訳 （ 平成19年）
   B reakdown （200 7）

出願合計 62 ,793件
Num be r of filin gs
単位Un it:（％）

英国 3.1  Un ite d Kin gdom
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ドイツ 0.8 1

韓国 0 .63

（1）　推移　Tre nds

（万件）

（年）
Ye ar

10 ,0 00 filin gs

出願

資料：

 

特許庁「特許庁年報」、「特許庁行政年次報告書」のデータを基に文部科学省で集計

米国 40.3 United Sta tes

韓国 12.7  Rep. of Korea

フラ ンス 6.2 France

オ ランダ 4.4 Netherland
スイ ス 3.8 Switzerland

スウ ェーデン 2.6 Sweden

そ の他 11 .1 Others

ドイツ 15 .7  Germany

（2 ）　内 訳 （平成19年）
   Breakdo wn （ 2007）

登録合計 19,914件
Number of patent grants

単位Unit:（％）

英国 3.1 United Kingdom

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

昭 和
60 61 62 63

 平成
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

米国 United Sta tes

ドイツ Germany

フランス France

英国 United Kingdom

韓国 Rep. of Korea

フランス 0 .12
英国 0.06

米国 0.8 0

ドイ ツ 0.31
韓国  0. 25

（1）　推移  Trends

（万件）

（年）
Year

10,000 grants

登録

注）

 

平成７年から平成８年の大幅な件数の伸びは、特許付与後の異議申立制度等の影響により登録時期が早まったためである。
資料：

 

特許庁「特許庁年報」、「特許庁行政年次報告書」のデータを基に文部科学省で集計
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【特許実施料収入】件

大学等における特許の実施件数及び特許実施料収入

○

 

特許実施件数は、国公私立大学等で大幅な増加傾向。
○

 

特許実施料収入の伸びは、以前に比べ鈍化している。

注：2002年度は国立大学のみ、2003年度以降は国公私立大学等を対象に調査を実施している。
特許実施料収入については、特許権（受ける権利を含む）のみを対象とし、実施許諾及び譲渡による収入を計上している。
名古屋大学における特許は、大半が青色発光ダイオード関連の特許である。

出典：文部科学省「平成19年度

 

大学等における産学連携等実施状況について」
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大学等による特許出願件数大学等による特許出願件数

（2007年度、カッコ内は2006年度）

大学等発ベンチャー数の推移大学等発ベンチャー数の推移

国立大学等 公立大学等 私立大学等 合計

共同研究
１３,６５４件

（12,405件）

７６６件

（697件）

１,７９１件

（1,655件）

１６,２１１件

（14,757件）

受託研究
１０,５８４件

（10,082件）

１,１６２件

（1,187件）

６,７７９件

（6,776件）

１８,５２５件

（18,045件）

大学等における共同研究実績・特許出願・ベンチャー設立数の推移

○ 産学の共同研究、大学等における共同研究・受託研究、大学等の特許出願件数は増加傾向

○

 

大学等発ベンチャー設立数は2004年を境に減少傾向

 

※大学等には国公私立大学、共同機関、高専を含む。

出典：文部科学省「平成19年度

 

大学等における産学連携等実施状況について

 

」
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科学技術政策研究所「平成20年度

 

大学等発ベンチャー

 

の現状と産学連携の課題に関する調査結果」

大学等における共同研究・受託研究実績大学等における共同研究・受託研究実績

※文部科学省作成資料
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出典：統計局HPより転載

主要国における技術貿易額の推移・技術貿易収支比率

○

 

我が国の技術輸出は増加傾向、技術輸入は横ばい傾向、技術貿易収支比率は増加傾向。

主要国の技術貿易収支比率( 輸出／輸入)

資料：

 

日本：日本銀行「国際収支統計月報」、
「国際収支統計季報」、
総務省統計局「科学技術研究調査報告」

その他の国：OECD「Main Science and 
Technology Indicators Vol 2008/2」

注）１.ドルへの換算はIMF為替レート換算による。
２.図中、（日銀）、（総務省）とあるのは、それぞれ

日本銀行「国際収支統計」、総務省統計局「科
学技術研究調査」による。

３.各国とも数値は暦年に対する値である。ただし、
「科学技術研究調査報告」は年度の値である。
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主要国等の論文相対被引用度の推移・論文シェアの推移

主要国等の論文相対被引用度の推移主要国等の論文相対被引用度の推移

○

 

日本の相対被引用度（被引用回数シェア／論文数シェア）は主要国等の中では6位。
○

 

論文のシェアは米国が首位を維持。中国･韓国が近年急速にシェアを伸ばす一方、日本のシェアは減少に転じて

 
いる。
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注）

 

1. 人文・社会科学分野は除く。複数の国の間の共著論文は、それぞれの国に重複計上した。
2. 各年の値は、引用データを同列に比較するため、5 年間累積値（5-year-window data）を

用いている。
例えば1985の値は1981～1985年の累積値となっている。

資料：

 

トムソン・ロイター

 

サイエンティフィック「National Science Indicators, 1981-2007 
(Standard Version)」Essential Science Indicatorsの分野分類に基づいて文部科学省で
集計。

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
順位 国・地域

論文数
シェア（％）

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
1 米国 33.45 1 米国 31.14 1 米国 29.32
2 日本 9.57 2 日本 10.07 2 中国 9.98
3 ドイツ 8.86 3 ドイツ 8.97 3 日本 8.18
4 英国 8.55 4 英国 8.45 4 ドイツ 8.06
5 フランス 6.60 5 フランス 6.42 5 英国 7.86
6 カナダ 4.35 6 中国 5.34 6 フランス 5.81
7 イタリア 4.17 7 イタリア 4.57 7 イタリア 4.73
8 ロシア 4.15 8 カナダ 4.21 8 カナダ 4.60
9 中国 2.85 9 ロシア 3.52 9 スペイン 3.59

10 スペイン 2.73 10 スペイン 3.28 10 インド 3.28
11 オーストラリア 2.57 11 オーストラリア 2.74 11 韓国 2.99
12 オランダ 2.51 12 インド 2.61 12 オーストラリア 2.90
13 インド 2.23 13 オランダ 2.47 13 ロシア 2.85
14 スウェーデン 1.97 14 韓国 2.32 14 オランダ 2.42
15 スイス 1.84 15 スウェーデン 2.03 15 ブラジル 2.12
16 ベルギー 1.28 16 スイス 1.86 16 台湾 2.00
17 韓国 1.27 17 ブラジル 1.74 17 スイス 1.94
18 イスラエル 1.22 18 ポーランド 1.55 18 スウェーデン 1.82
19 ポーランド 1.21 19 台湾 1.53 19 トルコ 1.73
20 台湾 1.17 20 ベルギー 1.40 20 ポーランド 1.51
21 ブラジル 1.06 21 イスラエル 1.23 21 ベルギー 1.42
22 デンマーク 1.00 22 トルコ 1.14 22 イスラエル 1.09
23 フィンランド 0.92 23 デンマーク 1.04 23 デンマーク 1.01
24 オーストリア 0.91 24 オーストリア 1.02 24 オーストリア 1.00
25 ウクライナ 0.63 25 フィンランド 0.98 25 ギリシャ 0.99
26 ノルウェー 0.61 26 ギリシャ 0.76 26 フィンランド 0.90
27 ギリシャ 0.56 27 メキシコ 0.73 27 イラン 0.84
28 チェコ 0.55 28 アルゼンチン 0.66 28 メキシコ 0.80
29 トルコ 0.53 29 ノルウェー 0.64 29 ノルウェー 0.73
30 メキシコ 0.52 30 チェコ 0.64 30 チェコ 0.73

注）人文・社会科学分野は除く。複数の国の間の共著論文は、それぞれの国に重複計上した。
出典：トムソン・ロイター　サイエンティフィック 「National Science Indicators, 1981-2007(standard version)」のEssential Science Indicators
分野分類に基づいて文部科学省で集計。

1997 2002 2007
論文数シェアのランキングの推移

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
順位 国・地域

論文数
シェア（％）

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
1 米国 33.45 1 米国 31.14 1 米国 29.32
2 日本 9.57 2 日本 10.07 2 中国 9.98
3 ドイツ 8.86 3 ドイツ 8.97 3 日本 8.18
4 英国 8.55 4 英国 8.45 4 ドイツ 8.06
5 フランス 6.60 5 フランス 6.42 5 英国 7.86
6 カナダ 4.35 6 中国 5.34 6 フランス 5.81
7 イタリア 4.17 7 イタリア 4.57 7 イタリア 4.73
8 ロシア 4.15 8 カナダ 4.21 8 カナダ 4.60
9 中国 2.85 9 ロシア 3.52 9 スペイン 3.59

10 スペイン 2.73 10 スペイン 3.28 10 インド 3.28
11 オーストラリア 2.57 11 オーストラリア 2.74 11 韓国 2.99
12 オランダ 2.51 12 インド 2.61 12 オーストラリア 2.90
13 インド 2.23 13 オランダ 2.47 13 ロシア 2.85
14 スウェーデン 1.97 14 韓国 2.32 14 オランダ 2.42
15 スイス 1.84 15 スウェーデン 2.03 15 ブラジル 2.12
16 ベルギー 1.28 16 スイス 1.86 16 台湾 2.00
17 韓国 1.27 17 ブラジル 1.74 17 スイス 1.94
18 イスラエル 1.22 18 ポーランド 1.55 18 スウェーデン 1.82
19 ポーランド 1.21 19 台湾 1.53 19 トルコ 1.73
20 台湾 1.17 20 ベルギー 1.40 20 ポーランド 1.51
21 ブラジル 1.06 21 イスラエル 1.23 21 ベルギー 1.42
22 デンマーク 1.00 22 トルコ 1.14 22 イスラエル 1.09
23 フィンランド 0.92 23 デンマーク 1.04 23 デンマーク 1.01
24 オーストリア 0.91 24 オーストリア 1.02 24 オーストリア 1.00
25 ウクライナ 0.63 25 フィンランド 0.98 25 ギリシャ 0.99
26 ノルウェー 0.61 26 ギリシャ 0.76 26 フィンランド 0.90
27 ギリシャ 0.56 27 メキシコ 0.73 27 イラン 0.84
28 チェコ 0.55 28 アルゼンチン 0.66 28 メキシコ 0.80
29 トルコ 0.53 29 ノルウェー 0.64 29 ノルウェー 0.73
30 メキシコ 0.52 30 チェコ 0.64 30 チェコ 0.73

注）人文・社会科学分野は除く。複数の国の間の共著論文は、それぞれの国に重複計上した。
出典：トムソン・ロイター　サイエンティフィック 「National Science Indicators, 1981-2007(standard version)」のEssential Science Indicators
分野分類に基づいて文部科学省で集計。

1997 2002 2007
論文数シェアのランキングの推移

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
順位 国・地域

論文数
シェア（％）

順位 国・地域
論文数

シェア（％）
1 米国 33.45 1 米国 31.14 1 米国 29.32
2 日本 9.57 2 日本 10.07 2 中国 9.98
3 ドイツ 8.86 3 ドイツ 8.97 3 日本 8.18
4 英国 8.55 4 英国 8.45 4 ドイツ 8.06
5 フランス 6.60 5 フランス 6.42 5 英国 7.86
6 カナダ 4.35 6 中国 5.34 6 フランス 5.81
7 イタリア 4.17 7 イタリア 4.57 7 イタリア 4.73
8 ロシア 4.15 8 カナダ 4.21 8 カナダ 4.60
9 中国 2.85 9 ロシア 3.52 9 スペイン 3.59

10 スペイン 2.73 10 スペイン 3.28 10 インド 3.28
11 オーストラリア 2.57 11 オーストラリア 2.74 11 韓国 2.99
12 オランダ 2.51 12 インド 2.61 12 オーストラリア 2.90
13 インド 2.23 13 オランダ 2.47 13 ロシア 2.85
14 スウェーデン 1.97 14 韓国 2.32 14 オランダ 2.42
15 スイス 1.84 15 スウェーデン 2.03 15 ブラジル 2.12
16 ベルギー 1.28 16 スイス 1.86 16 台湾 2.00
17 韓国 1.27 17 ブラジル 1.74 17 スイス 1.94
18 イスラエル 1.22 18 ポーランド 1.55 18 スウェーデン 1.82
19 ポーランド 1.21 19 台湾 1.53 19 トルコ 1.73
20 台湾 1.17 20 ベルギー 1.40 20 ポーランド 1.51
21 ブラジル 1.06 21 イスラエル 1.23 21 ベルギー 1.42
22 デンマーク 1.00 22 トルコ 1.14 22 イスラエル 1.09
23 フィンランド 0.92 23 デンマーク 1.04 23 デンマーク 1.01
24 オーストリア 0.91 24 オーストリア 1.02 24 オーストリア 1.00
25 ウクライナ 0.63 25 フィンランド 0.98 25 ギリシャ 0.99
26 ノルウェー 0.61 26 ギリシャ 0.76 26 フィンランド 0.90
27 ギリシャ 0.56 27 メキシコ 0.73 27 イラン 0.84
28 チェコ 0.55 28 アルゼンチン 0.66 28 メキシコ 0.80
29 トルコ 0.53 29 ノルウェー 0.64 29 ノルウェー 0.73
30 メキシコ 0.52 30 チェコ 0.64 30 チェコ 0.73

注）人文・社会科学分野は除く。複数の国の間の共著論文は、それぞれの国に重複計上した。
出典：トムソン・ロイター　サイエンティフィック 「National Science Indicators, 1981-2007(standard version)」のEssential Science Indicators
分野分類に基づいて文部科学省で集計。

1997 2002 2007
論文数シェアのランキングの推移

主要国等の論文シェアの推移主要国等の論文シェアの推移
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我が国の分野別の論文数占有率我が国の分野別の論文数占有率主要国等の分野別の論文数割合主要国等の分野別の論文数割合

主要国の分野別の論文数割合・我が国の分野別の論文数占有率
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6.9
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20.3

23.3

27.0

20.1

16.8

11.5

26.8

15.4

11.2

24.5

21.3

21.8

26.8

21.9

12.1

18.1

18.5

11.0

21.9

24.2

22.5

9.1

12.2

12.8

8.7

14.5

11.4

11.0

9.5

10.8

10.8

9.9

9.4

8.1

8.9

4.7

5.8

7.2

7.2

7.4

5.7

7.8

6.0

6.7

6.1

20.3

34.2

10.0

26.1

28.4 25.1

13.9

8.5

21.2

13.3

9.5

12.0

14.9 6.1

3.2

11.1

11.6

6.7 10.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インド India

ロシア Russian Federation

カナダ Canada

韓国 Rep. of Korea

中国 China

英国 United Kingdom

フランス France

ドイツ Germany

米国 United States

日本 Japan

臨床医学 Clinical medicine 生物学/生命科学
Biology/Life Sciences

物理学/材料科学
Physics/Material sciences

化学 Chemistry

工学/ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ
Engineering/Computer sciences

地球/宇宙 Earth/Space

そ 他

注）

 

１. 各分野の構成は、トムソン・ロイター

 

サイエンティフィック「National Science Indicators, 1981-2007
(Standard Version)」のEssential Science Indicatorsの19分野を以下の7分野に組み替えている。

注）

 

１. ①臨床医学：臨床医学
注）

 

１. ②生物学/生命科学：生物学・生化学、免疫学、微生物学、分子生物学及び遺伝学、神経科学、

動植物学
注）

 

１. ③物理学/材料科学：物理学、材料科学
注）

 

１. ④化学：化学
注）

 

１. ⑤工学/コンピュータサイエンス：工学、計算機科学
注）

 

１. ⑥地球/宇宙：地球科学、宇宙科学、エコロジー/環境
注）

 

１. ⑦その他：数学、農学、薬理学/毒物学、総合分野
注）

 

２. 占有率の数値は2003年（平成15年）から2007（平成19年）までの集計値から算出した。
資料：

 

トムソン・ロイター

 

サイエンティフィック「National Science Indicators, 1981-2007
(Standard Version)」のEssential Science Indicatorsの分野分類に基づいて文部科学省で集計。

注）

 

１. 占有率の数値は2003年（平成15年）から2007年（平成19年）までの集計値から算出した。
注）

 

２. 占有率の数値は各分野の世界に対する我が国の論文数占有率である。
資料：

 

トムソン・ロイター

 

サイエンティフィック「National Science Indicators, 1981-2007
(Standard Version)」のEssential Science Indicatorsの分野分類に基づいて文部科学省で集計。

3.7

4.2

5.4

5.6

6.8

6.8

6.9

7.4

7.9

8.7

9.5

9 .9

10.7

11.7

12.3

12.8

8.1

8 .4

8.7

0 2 4 6 8 10 12 14

総合分野 Mult idisciplinary

エコロジー・環境 Environment/Ecology

数学 Mathematics

計算機科学 Computer Science

農学 Agricultural Sciences

地球科学 Geosciences

宇宙科学 Space Science

動植物学 Plant & Animal Science

免疫学 Immunology

臨床医学 Clinical Medicine

神経科学 Neuroscience & Behavior

微生物学 Microbiology

工学 Engineering

分子生物学・遺伝学 Molecular Biology & Genetics

化学 Chemistry

生物学・生化学 Biology & Biochemistry

薬理学・毒物学 Pharmacology & Toxicology

材料科学 Materials Science

物理学 Physics

全分野平均（9.0）
Average

（％）
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研究開発評価の影響と課題審査の改善に向けた指摘①

出典：平成19年度文部科学省委託調査「効果的・効率的な研究開発評

 

価及び研究者等個人の業績に関する評価の先進事例に関する調査・

 

分析報告書（効果的・効率的な研究開発評価編）」

○

 

評価により公正な競争的環境が形成されるとの意見がある反面、評価のために研究時間が減少との意見。

44

研究開発評価の研究者への影響研究開発評価の研究者への影響

プロジェクト評価を行った研究者の感想プロジェクト評価を行った研究者の感想

1. 評価が整備されることで、公平な競争的環境が形成されつつある

2. 挑戦的な研究を奨励する環境が形成されつつある

3. 研究成果を多数産出することを心がけられるようになった

4. 一つ一つの研究成果の質を強く意識するようになった

5. 研究活動への社会からの理解・支援を得る努力の重要性の認識が研究者の間に増した

6. 研究活動の成果を社会へ還元することの重要性の認識が研究者の間に増した

7. 研究費の効率的な使用が意識されるようになった

8. 研究者らが評価へ対応するために、必要以上の時間が割かれている

9. 同一の研究活動に対して、重複した評価が行われている

10. その他

1. 評価基準はほぼどの評価も明確に設定されていた

2. 評価の方法はほぼどの評価も明確に公表されていた

3. 評価に対応することで研究計画の質が向上した

4. 評価を実施することで研究者の研究意欲が増した

5. ほとんどの評価で評価項目が多すぎた

6. 評価結果の活用方法が不透明で徒労感がある

7. 評価のために被評価者が用意すべき資料が多すぎる

8. 評価を受ける研究者や機関が評価に不慣れでとまどったケースが多かった

9. 研究者の評価に係わる時間が多くなり研究者が研究に割く時間に影響があった

10. 数量的な指標の評価重視のため、健全な研究活動が歪められている



研究開発評価の影響と課題審査の改善に向けた指摘②

出典：文部科学省「平成18年度我が国の研究活動の

 
実態に関する調査報告」
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競争的資金の課題審査方法の改善に

 
必要なこと

 

競争的資金の課題審査方法の改善に

 
必要なこと

競争的資金の課題審査体制の整備に

 
必要なこと

 

競争的資金の課題審査体制の整備に

 
必要なこと

○

 

明確な評価基準、適正な評価プロセス、評価人材の養成等が改善点として挙げられる。

各制度の趣旨に即した明確な評価基準の策定[n=534]

書面審査から合議審査に至る適正な評価プロセスの構築

 

[n=333]

不採択者への審査結果（不採択理由等）の通知[n=267]

真に優れた研究計画を選定するための調書等の充実[n=198]

審査結果により改善された調書に対する再審査システムの導入

 

[n=165]

電子審査システムの導入[n=123]

特に改善する必要はない[n=22]

その他[n=27]

わからない[n=120]

無回答[n=13]

審査ができる人材の育成[n=496]

審査員の評価システムの構築[n=415]

審査員と応募者の利害関係排除の徹底[n=392]

若手研究者や海外グラントの審査経験者（外国人）等多様な人材

 

の審査員への登用[n=176]

審査員 の増員[n=114]

特に改善する必要はない[n=20]

その他[n=20]

わからない[n=134]

無回答[n=15]



平成１９年度開始地域：６地域
平成２０年度開始地域：３地域

○メリハリの効いた予算配分
・知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）終了評価等を踏まえ、

 
世界レベルのクラスターとして発展可能な地域に対して

 
重点的支援。

・研究開発分野やクラスターの進捗に応じて、地域ごとに

 
柔軟に予算配分。

○地域の自立化の促進
・地域の自立性をより一層高めるために、クラスター形成

 
に向けた取組に対して、国費の1/2以上に相当する事業

 
を地域が実施。

 

（マッチングファンド方式）

○関係府省間連携の強化
・より効果的に事業を進めるため、経済産業省をはじめと

 
する、関係府省の事業との連携強化。

○広域化・国際化の促進
・クラスターのポテンシャル・国際競争力を高める観点か

 
ら、他のクラスターや都市エリア産学官連携促進事業実

 
施地域、産業クラスター計画、海外のクラスターなどとの

 
連携強化を目的とした地域の取組を勧奨。

「知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、経済産業省

 をはじめとする関係府省と連携して、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を

 強力に推進。

札幌周辺を核とする道央地域

広域仙台地域

長野県全域

静岡県浜松地域

福岡・北九州・飯塚地域

関西広域地域

東海広域地域

京都およびけいはんな学研地域

富山・石川地域

知的クラスター創成事業（第Ⅱ期） 46

５～８億円×５年間

 

継続９地域
【平成１９年度採択：６地域、平成２０年度採択：３地域】

※３年目で中間評価を実施予定。



５．世界的研究拠点形成
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WPIプログラム

 
～各研究拠点における研究者の人数、外国人の比率～

開始時
平成19年度

目標
最終
目標

平成19年度
実績

平成20年度
実績

東北大学
原子分子材料科学高等研究機構(AIMR)

60
< 19,  31%>

90
< 28,  31%>

120
< 38,  31%>

42
< 16,  38%>

83
< 33,  40%>

東京大学
数物連携宇宙研究機構(IPMU)

20
< 5,  25%>

68
< 14,  21%>

195
< 69,  35%>

63
< 17,  27%>

125
<60,  48%>

京都大学
物質－細胞統合システム拠点（iCeMS)

70
< 10, 15%>

111
< 29,  27%>

171
< 52,  31%>

24
<2,    9%>

121
<18,  15%>

大阪大学
免疫学フロンティア研究センター（IFReC)

49
< 12, 24%>

82
< 25,  30%>

147
< 47,  32%>

52
< 8,  15%>

89
< 24,  27%>

物質・材料研究機構
国際ナノアーキテクト二クス研究拠点

 
(MANA)

140
<56, 40%>

140
<56,  40%>

167
<84,  50%>

121
<53,  44%>

160
<83,  52%>

○

 

世界トップレベルの研究拠点形成を目指すＷＰＩプログラムでは、開始時に比べ外国人研究者の人数が増加。

研究者数

 
＜外国人研究者数,   外国人研究者割合＞
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事業概要

高いレベルの研究者を中核とした世界トップレベルの研究拠点形成を目指す構想に対して集中的な支援を行い、システ

 
ム改革の導入等の自主的な取組を促すことにより、世界から第一線の研究者が集まる、優れた研究環境と高い研究水

 
準を誇る「目に見える拠点」の形成を目指す。



グローバルＣＯＥプログラムの推進

出典：文部科学省作成

( 2 1 C O E の み 2 8 拠 点 採 択 ）

(  ) 内 は グ ロ ー バ ル C O E 採 択 拠 点 数

生 命 科 学 （ 1 3 )
化 学 、 材 料 科 学 （ 1 3
情 報 、 電 気 、 電 子 （ 1 3 )
人 文 科 学 （ 1 2 ）

医 学 系 （ 1 4 )
数 学 、 物 理 学 、 地 球 科 学 ( 1 4 )
機 械 、 土 木 、 建 築 、 そ の 他 工 学 ( 1 4 )
社 会 科 学 ( 1 4 )

【 採 択 分 野 】

学 際 、 複 合 、 新 領 域
（ 1 9 年 度 ： 1 2 、 2 0年 度 ： 1 2）

革 新 的 な 学 術 分 野

1 5 0 拠 点 程 度 （ グ ロ ー バ ル Ｃ Ｏ Ｅ ）2 7 4 拠 点 （ ２ １ 世 紀 Ｃ Ｏ Ｅ 採 択 拠 点 ）

各 分 野 毎 に 1 0 ～ 1 5 拠 点 程 度 を 採 択

１ ４ 年 度 １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ ２ ０ ２ １ ２ ２ ２ ３ ２ ４ ・ ・ ・ ・

　 　 　 　 　 　 平 成 1 9 、 2 0 年 度 は 1 0 ～ 1 5 拠 点 程 度 、

　 　 　 　 　 　 平 成 2 1 年 度 は 1 0 拠 点 程 度 を 採 択

）

【 採 択 分 野 】

（ 、 年 度 ： ）

2 7 4

各 分 野 毎 に 1 0 ～ 1 5

１ ４ 年 度 １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ ２ ０ ２ １ ２ ２ ２ ３ ２ ４ ・ ・ ・ ・

対象：大学院研究科専攻等(博士課程レベル)
公募の範囲：全分野における拠点形成計画
※

 

平成21年度は「学際､複合､新領域」分野
を公募

支援期間：１件あたり５千万～３億円程度を原
則として、５年間(中間・事後評価
を実施)

採択件数（計131拠点(40大学)）：
平成19年度：63件(28大学)
平成20年度：68件(29大学)
※

 

平成21年度は10拠点程度の採択を予定

「知識基盤社会」が到来し、国際競争が激化する今後の社会において国際競争を勝ち抜くには、大学院において学問分野ごとに国

際的に卓越した拠点（ＣＯＥ）を創出することが重要。「21世紀ＣＯＥプログラム」（平成14年度開始、274拠点を支援）の成果を
踏まえて平成19年度より開始。
○

 

国際的に卓越した教育研究拠点の形成をより重点的に支援（「教育振興基本計画」(平成20年７月閣議決定)では150
拠点程度の重点的支援について提言）

○

 

国内外の大学・機関との連携強化を促進するとともに、優れた若手研究者の育成機能を強化

●

 

趣旨・目的

●

 

事業概要

今後の事業展開：
○

 

平成19年度採択拠点への厳格な中間評価の結果に応じて平
成22年度以降の補助金を重点配分

○

 

国際的に卓越した教育研究拠点として真に将来の発展が見
込まれるものに絞り選定

審査・評価：
日本学術振興会を中心に運営される専門家、有識者からなる審

 
査・評価委員会において、公平・公正な第三者評価を実施。（審査・

 
評価に外国人研究者等を積極的に登用するなど国際競争力を評価

 
するための体制を整備。）
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○概

 

要：

 

イノベーションの創出のために特に重要と考えられる先端的な融合領域において、企業とのマッチングにより、新

 
産業の創出等の大きな社会・経済的インパクトのある成果（イノベーション）を創出する研究開発を行う拠点の形

 
成を支援することを目的としたプログラム。入口から出口まで一貫した産学協働により死の谷を克服することを目

 
指しており、第三期基本計画で初めてのトライ アル。

○対象機関：

 

大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
（産業界との共同提案を義務化）

○実施期間：

 

当初の３年間は拠点の本格化に向けた絞り込みのための期間として位置付け、３年目（２年半後及び３年半後）に

 
再審査を行い、１／３程度に絞り込みを行う。本格的実施に移行する課題はその後７年間継続実施。

○実施規模：

 

再審査までの３年間

 

年間３億円程度（間接経費を含む）
本格的実施後

 

年間５～１０億円程度（間接経費を含む）

研究者の
自由な発想に基づく研究

特定の政策
目的に基づく基礎研究

出口志向の
研究開発（シーズと結びつけ)

出口志向の研究開発
（出口が明確）

基礎研究から出口志向の研究開発ま

 
でを一貫して推進し、先端融合領域に

 
おいて、大学のシーズを核にイノベー

 
ションを実現するシステムを産学協働

 
で実現

振興調整費を活用
企業のコミットメント

○採択課題数：

 

２１課題

 

（平成１８年度：９課題

 

平成１９年度：９課題

 

平成２０年度：３課題）
（大阪大学、京都大学、東京大学、岡山大学、名古屋大学、北海道大学、広島大学、東京女子医科大学

 

など）
○協働企業数：

 

約１２０企業
（オムロン、キャノン、トヨタ自動車、シャープ、日東電工、オリンパス、塩野義製薬、エルピーダメモリ、大日本印刷

 

など）
○分

 

野：

 

医工連携、創薬、ナノテクノロジー、機械

 

など

○再審査結果

 

（平成１８年度採択課題の絞り込み）
・本格的実施に移行する課題（継続課題）として４課題
・来年度から本格的実施に移行しないが来年度の再審査への申請を認める課題（再エントリー可能課題）として４課題
・来年度から本格的実施に移行せず来年度の再審査への申請を認めない課題（終了課題）として１課題

先端融合領域イノベーション創出拠点の形成 50



大学名 国名
2008年度

 
ランキング

2007年度

 
ランキン

 
グ

1 ハーバード大学 米国 1 1

2 エール大学 米国 2 2

3 ケンブリッジ大学 英国 3 2

4 オックスフォード大学 英国 4 2

5 カリフォルニア工科大学 米国 5 7

6 インペリアル・カレッジ・ロンドン 英国 6 5

7 ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン 英国 7 9

8 シカゴ大学 米国 8 7

9 マサチューセッツ工科大学 米国 9 10

10 コロンビア大学 米国 10 11

大学名
2008年度

 
ランキング

2007年度

 
ランキング

東京大学 19 17

京都大学 25 25

大阪大学 44 46

東京工業大学 61 90

東北大学 112 102

名古屋大学 120 112

九州大学 158 136

北海道大学 174 151

早稲田大学 180 180

神戸大学 199 197

「英国TIMES紙

 

世界トップ２００大学」における上位10校 我が国大学のランキング（上位200校以内）

評価指標
①各国学者のピア・レビュー(40%)
②雇用者の評価(10%)
③学生一人あたり教員比率(20%)
④教員一人あたり論文引用数(20%)
⑤外国人教員比率(5%)
⑥留学生比率(5%)

例えば、東京大学の場合、学者同士のピア・レビューは１０

 
０点（満点）なのに対し、留学生比率は４０点、外国人教員

 
比率は２７点と相対的に低い。

また、京都大学の場合も、ピア・レビューが９９点なのに対し、

 
留学生比率は２６点、外国人教員比率は３０点と相対的に

 
低い。

（関係者の評価に重点が置かれているランキング）

英国ＴＩＭＥＳ誌

 
世界トップ２００大学

※文部科学省作成資料
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年度

拠点数

拠点数

注1：article,letter,note,reviewを分析対象とし、整数カウントにより分析。（2007.12.31時点での被引用情報を用いている）

注2：集計の際に日本や諸外国問わず、研究機関名の名寄せは行なっていない。例えば、ドイツのマックスプランク研究所は、研究機関の名称

 
が複数出現するため、それぞれの研究機関を別機関とし、被引用回数をカウントしている。

【整数カウント法】データベースに含まれる文献のうち、article, letter, note, reviewを対象とする。また、複数機関の共著による論文の場合、それぞれの機関に1とカウントする。

 

そのため、各機関の論文数の世界シェアを合計すると100％を超えることとなる。整数カウント法で計算されるシェアは、ある分野における各機関の「世界の研究活動への関与

 

度」を示していると考えられる。

【ESIの22分野分類】22分野に含まれるのは以下の分野。農業科学、生物学・生化学、化学、臨床医学、計算機科学、経済学・経営学、工学、環境/生態学、地球科学、免疫学、

 

材料科学、数学、微生物学、分子生物学・遺伝学、複合領域、神経科学・行動学、薬理学・毒性学、物理学、植物・動物学、精神医学/心理学、社会科学・一般、宇宙科学。雑誌

 

の分類は、http://www.in-cites.com/journal-list/index.html（2007 May）による。

分野別の論文被引用回数20位以内の拠点

○

 

1990年代では20拠点に満たなかったが、 2000-2003年で27拠点、2004-2007年では25拠点が形成されている。

分野別の論文被引用回数20位以内の拠点数分野別の論文被引用回数20位以内の拠点数

52

出典：科学技術政策研究所「基本計画達成状況評価のためのデータ収集調査」

 
（トムソン・ロイター

 

サイエンティフィック“Web of Science”より）



６．研究環境・基盤整備
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平成１６年度～平成２１年度にかけて、▲７２０億円減（削減率▲５．８％）
→北海道大学と名古屋大学の１年分に相当

国立大学法人運営費交付金の推移

○

 

国立大学法人の運営費交付金は、法人化後、毎年減少傾向。

※文部科学省作成

（参考）経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）（抜粋）
国立大学運営費交付金について、効率化ルールを徹底し、各年度の予算額を名目値で対前年度比▲１％（年率）とする。

54

11,695

11,813

12,317
12,415

12,214

12,043

11,200

11,400

11,600

11,800

12,000

12,200

12,400

12,600

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

■運営費交付金の推移

▲98億円

 （▲0.8％） ▲103億円

 （▲0.8％）
▲171億円

 （▲1.4％）

▲230億円

 （▲1.9％） ▲118億円

 （▲1.0％）

（億円）



私立大学等経常費補助金の推移

※文部科学省作成資料

○

 

私立大学経常費補助金（一般補助）毎年減少。
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■基盤的経費
■競争的・重点的資源配分73.4%74.0%74.4%75.7%82.6%83.9%

（なお，グラフには，学生支援経費は含まない）

（注）
・

 

国立学校特別会計における一般会計からの受入額（平成

 

15年度まで）は，国立高等専門学校，国立学校財務セン

 

ター，大学評価・学位授与機構等も対象機関となってお

 

り，平成16年度以降の運営費交付金等の額との単純な比

 

較はできない。
・

 

平成19年度以降の「科学技術振興調整費」及び「戦略的

 

創造研究推進事業」の額は，前年度配分実績に基づく推

 

計額である。

86.0%

基盤的経費と競

 
争的・重点的資

 
源配分の比率 72.4%

大学に対する主要な財政支援の推移

○

 

国立大学運営費交付金及び私学助成予算は削減の一方、競争的資金の充実を通じて，大学への財政支援にお

 
ける競争的・重点的資源配分の比率が増加。
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出典：OECD「Education at a Glance」(2008Edition)
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OECD加盟国の高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比（2005年）

○ 我が国の高等教育機関に対する公財政支出は、OECD加盟国中最低水準。
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※文部科学省作成資料

国立大学法人の財務構造 58

一般管理費
831億円(3%)

職員人件費
5,378億円

(23%)

教員人件費
7,689億円

(32%)

受託研究費等
1,667億円

(7%)

教育研究支援経費
537億円

(2%)

研究経費
2,061億円

(8%)

教育経費
1,294億円

(5%)

財務費用
302億円(1%) その他 14億円(0%)

診療経費
4,600億円

(19%)

役員人件費
100億円

(0%)

その他
1,453億円

(6%)

運営費交付金収益
10,614億円

(42%)

学生納付金収益
3,555億円

(14%)

附属病院収益
7,098億円

(28%)

受託研究等収益
1,706億円

(7%)

財務収益
28億円(0%)研究関連収益

233億円(1%)

寄附金収益
608億円(2%)

経常収益合計
2兆5,295億円

(100%)
平成19年度

経常費用合計
2兆4,478億円

(100%)
平成19年度



基 本 方 針

・老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研究

 
ニーズによる施設の狭隘化の解消を図り、人材養成機能を重視した基

 
盤的施設及び卓越した研究拠点（教育研究基盤施設）の再生を図る。

・大学附属病院については、先端医療の先駆的役割などを果たすこと

 
ができるよう、引き続き計画的な整備を図る。

・文部科学省による支援を基本としつつ、以下の取組みを一層推進する。

施設マネジメント： 全学的視点に立った施設運営・維持管理、スペースの
弾力的・流動的な活用等

新たな整備手法 ： 寄附・自己収入による整備、産業界・地方公共団体と

の連携協力等

実 施 方 針

Ⅰ．教育研究基盤施設の再生

 

①老朽再生

 

約６８０万㎡

 

→

 

約４００万㎡
②狭隘解消

 

約２８０万㎡

 

→

 

約

 

８０万㎡
Ⅱ．大学附属病院の再生

 

約

 

８０万㎡

 

→

 

約

 

６０万㎡

◎整備需要：約１，０００万㎡

⇒緊急に整備すべき対象に重点

 

整備目標：約 ５４０万㎡

⇒今後５か年の所要経費

 

約１兆２，０００億円

整 備 目 標

国立大学法人等施設の整備状況

○

 

国立大学法人等の施設は、第３期科学技術基本計画を受けて策定した「第２次国立大学等施設緊急整備５か年

 
計画」（平成１８～２２年）により整備を推進している。

○

 

施設の整備率は、平成２１年度補正予算案までの整備見込みで第２次５か年計画で定められた整備目標の79％

 
であり、引き続き、着実に計画的な整備が必要な状況である。

59

整備実績

（ａ）

整備目標

（ｂ）

整備率

（ａ）／（ｂ）

老朽再生整備 ３００万㎡ ４００万㎡ ７５％

狭隘解消整備 ５２万㎡ ８０万㎡ ６５％

大学附属病院の再生 ４７万㎡ ６０万㎡ ７８％

合計 ３９９万㎡ ５４０万㎡ ７４％

※文部科学省作成資料

第３期科学技術基本計画（抄）
（平成１８年３月２８日

 

閣議決定）

○（大学の施設・設備の整備促進は）公共

 
施設の中でも高い優先順位により実施さ

 
れる必要がある。

○国は、老朽施設の再生を最重要課題とし

 
て位置付け、長期的な視点に立ち計画的

 
な整備に向けて特段の予算措置を講じる。

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画（平成18～22年度）
（平成１８年４月１８日策定）

平成21年度補正予算案までの整備見込み

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画の進捗状況
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当初予算額（財政融資資金を除く）

国立大学法人等施設整備費予算額の推移

○

 

国立大学法人等施設整備費の当初予算（財政融資資金を除く）は減少しており、近年は補正予算によるところが

 
大きい。

60

※文部科学省作成資料

第1次国立大学等施設緊急整備

５か年計画期間

第1期科学技術基本計画 第２期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画

第２次国立大学等施設緊急整備
５か年計画期間

１，９３２億円

１，３０１億円

４，８３３億円

２，２８９億円

２，５０２億円

４，９７０億円

２，６２７億円

１，４０４億円

１，４３３億円

１，５６７億円

２，１０４億円

１，７９５億円

Ｈ２１補正
予算案

Ｈ２０補正の内訳
第1次補正

 

６７７億円
第２次補正

 

２２０億円

１，８１８億円

１，４９８億円



（万㎡）

国立大学法人等施設の保有面積等の推移

※必要面積：教育研究環境の一定の水準を確保するため、学生・教職員数等に基づいて算出された目安となる面積

平成20年5月１日現在

国立大学法人等施設の保有面積等の推移

○

 

施設の保有面積は、需要に応じて増加しているものの、教育研究を行うために必要と考えられる面積の９割程度

 
にとどまっている。
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93 86

356

294 281

357

182

163

227

312

224

0

100
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300

400

500

面積 割合 面積 割合 面積 割合

50年以上 93万㎡ 3.6% 61万㎡ 65.6% 32万㎡ 34.4%

40年以上 535万㎡ 20.8% 379万㎡ 70.7% 156万㎡ 29.3%

30年以上 1,110万㎡ 43.1% 646万㎡ 58.2% 464万㎡ 41.8%

25年以上 1,467万㎡ 57.0% 710万㎡ 48.4% 757万㎡ 51.6%

25年未満 1,108万㎡ 43.0%

合　計 710万㎡ 27.6% 757万㎡ 29.4%

要改修面積

2,575万㎡

経過年数
保有面積 改修済面積

経 年 50年以上 45～49年 40～44年 35～39年 30～34年 25～29年 20～24年 15～19年 10～14年 5～9年 0～4年

建 築 年 S33以前 S34～S38 S39～S43 S44～S48 S49～S53 S54～S58 S59～S63 H1～H5 H6～H10 H11～H15 H16～H20

保 有 面 積 93 86 356 294 281 357 182 163 227 312 224

割 合 (%) 3.6% 3.3% 13.9% 11.4% 10.9% 13.9% 7.1% 6.3% 8.8% 12.1% 8.7%

改 修 済 面 積 61 65 253 160 107 64

改 修 率 (%) 65.6% 75.8% 70.8% 54.6% 38.2% 18.0%

改修済

万㎡

要改修

経年25年未満

平成20年5月１日現在

※文部科学省作成資料

国立大学法人等施設の経年別保有面積

○

 

改修の目安となる建築後２５年以上経過している施設は1,467万㎡（全施設の57％）あり、そのうち757万㎡が大

 
規模な改修等が行われていない要改修面積となっている。

62



こくりつ

 
せつび

国立大学等の教育研究設備予算額の推移 63

※文部科学省調べ
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補正予算 215 1,024 1,253 154 951 445 423 661 406 215 1,250

当初予算 427 449 441 470 526 601 661 673 619 423 256 208 215 237 254 318 167 150 128 137 174

元年

度
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※附属病院の設備に関する予算措置額を含む。
※平成16年度以降は施設整備費補助金を含む。
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※

 

なお、最近5年間の補正予算の状況は、平成20年度2.5億円となっている。

私立大学等研究設備等整備費補助の当初予算の推移

※文部科学省作成資料
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学術情報流通の推進

出典：文部科学省「学術情報基盤実態調査」より作成
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41,179

105,591

153,707

181,443

226,669

252,472

295,621

475,800

527,855

551,808
569,004

587,738

注：学術情報数は、学術機関リポジトリポータルサ

 

イト（ＪＡＩＲＯ）に登録された件数である。
出典：国立情報学研究所ホームページ
学術機関リボジトリ構築連携支援事業

 

（http://www.nii.ac.jp/irp/）
「機関リポジトリ一覧」

 

（http://www.nii.ac.jp/irp/list/）及び
「ＩＲＤＢコンテンツ分析システム」

 

（http://irdb.nii.ac.jp/analysis/index.phpより

【学術機関リポジトリに蓄積された学術情報数及び導入大学数】

※電子ジャーナル：電子媒体によっ

 

て提供される形態の雑誌

2,882,693

4,165,488

5,633,131

4,623,423

3,073,447

6,040,396

496,134286,427241,746

504,356
555,702

623,420

79,59165,56138,986

1,234,319

922,076

683,810
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2,000,000

3,000,000

4,000,000
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7,000,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度

購入経費（千円）
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私立大学

【電子ジャーナル購入経費】

○

 

オープンアクセス対応のため、学術機関リポジトリの整備が進んでいる一方、電子ジャーナルに係る経費の増加

 
が問題となっている。

0

数

Journal Article（学術雑誌論文）

Thesis or Dissertation（学位論文）

Departmental Bulletin Paper（紀要論文）

Conference Paper（会議発表論文）

Presentation（会議発表用資料）

Book（図書）

Technical Report（テクニカルレポート）

Research Paper（研究報告書）

Article（一般雑誌論文）

Preprint（プレプリント）

Learning Material（教材）

Data or Dataset（データ・データベース）
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Others（その他）

導入機関数

リポジトリ構築機関数
国立大学　67
公立大学　  1
私立大学　22
その他　　　 3

（2009年2月28日現在）

http://www.nii.ac.jp/irp/
http://www.nii.ac.jp/irp/list/
http://irdb.nii.ac.jp/analysis/index.php
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７．科学技術の国際活動の戦略的推進
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日本から海外への留学生数

○

 

我が国から海外への留学生数は近年横ばい傾向。うち米国に留学する学生の数は急激に減少している。

＊文部科学省作成

日本から海外への留学生数の推移
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○日本人の主な留学先・留学生数（2005年）

総数に占める割合（％）

ア メ リ カ 合 衆 国 38,712 48.4

中 国 18,874 23.6

イ ギ リ ス 6,179 7.7

オ ー ス ト ラ リ ア 3,380 4.2

ド イ ツ 2,470 3.1

フ ラ ン ス 2,152 2.7

台 湾 2,126 2.7

カ ナ ダ 1,750 2.2

韓 国 1,106 1.4

ニュージーランド 916 1.1

そ の 他 2,358 2.9

80,023 100.0

国（地域）名

合　　　　計

日本人学生数（人）

（出典）アメリカ合衆国はIIE「OPEN DOORS」データ、中国は中国教育部、台湾は台湾教育部、イギリス、オーストラリア、ド
イツ、フランス、カナダ、韓国、ニュージーランド、その他はOECDデータ　各２００５年版による。
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【米国大学に留学した日本人学生数の推移】

【日本から海外への留学生数の推移】

【日本人の主な留学先別留学生数】
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米国における科学技術分野の博士号取得者の国籍

出典：National Science Foundation 

Science and Engineering Doctorate Awards: 2006より作成
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インド
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【主要国籍別博士号取得者数の推移】 【国籍別博士号取得者数（2006年）】

○

 

2002年以降、米国における中国国籍者、インド国籍者の博士号取得者数が急増。日本国籍者は横ばい。結果、

 日本人の占める割合は減少。

※米国籍者は除く
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海外からの受け入れ研究者数

○

 

海外からの受入研究者総数は近年増加傾向であるが、このうち長期受入研究者数は減少。

※研究者とは、教授、助教授、

 
助手、講師（非常勤含む）など

 
各機関で雇用している教員、並

 
びに各機関と一定の雇用契約

 
で結ばれている研究者を指す

文部科学省「国際研究交流の概況

 
（平成18年度）」
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海外への派遣研究者数

○

 

海外への派遣研究者総数は近年増加傾向であるが、このうち長期派遣研究者数は減少。

文部科学省「国際研究交流の概況

 
（平成18年度）」
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2.60日本の方 が海外よりも 研究レベルが 高い[N=547]

日本の方 が研究施設や 研究設備
が充 実して いる[N=539 ]

日 本の方がポストをみ つけやすい[N=531]

日本の方が 研究資金が潤 沢である[N=533]

日本 の方が生活環 境がよい[N=546]

日本 の方が給与水 準がよい[N=499]
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1 2 3 4 5

平均 値

非常に
該当する

やや
該 当する

どちらで も
な い

あま り該当
しない

全く該当
しない

出典：文部科学省科学技術政策研究所・文部科学省「我が国の科学技術人材の流動性調査」（調査資料

 

No.163）
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［海外拠点を持つ機関数］ ［海外拠点数］

出典：文部科学省「大学等間交流協定締結状況等調査の結果について」（2007年9月、2005年5月）
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大学の海外拠点数の推移

○

 

近年、大学の海外拠点の数は急速に増加。

※海外拠点の設置形態としては、「現地の教育・研究事情に関する情報収集」、

 
「現地の大学等との共同研究のサポート」などが多い。

※その他とは、大学共同利用期間法人、国立高等専門学校、文部科学省所管

 
独立行政法人である
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地球規模の課題解決に向けた開発途上国との科学技術協力の強化

①地球規模課題対応①地球規模課題対応国際国際科学技術協力科学技術協力 ②科学技術研究員派遣②科学技術研究員派遣

日本研究者と
開発途上国研究
機関をマッチング

日本側研究者

日本側研究者

共同研究
のニーズ

開発途上国
の研究機関

共同研究
のニーズ

日本の研究者を派遣日本の研究者を派遣

開発途上国の
研究機関
における
共同研究

地球規模課題の解決に地球規模課題の解決に

向けた国際共同研究向けた国際共同研究

開発途上国の
研究機関

日本の
研究機関 連携

外務省・ＪＩＣＡ外務省・ＪＩＣＡ文科省・ＪＳＴ文科省・ＪＳＴ 連携

支援 技術協力

文科省
JSPS

外務省
JICA

連携

日本研究者と
開発途上国研究
機関をマッチング

日本側研究者

日本側研究者

共同研究
のニーズ

開発途上国
の研究機関

共同研究
のニーズ

日本の研究者を派遣日本の研究者を派遣

開発途上国の
研究機関
における
共同研究

地球規模課題の解決に地球規模課題の解決に

向けた国際共同研究向けた国際共同研究

開発途上国の
研究機関

日本の
研究機関 連携

外務省・ＪＩＣＡ外務省・ＪＩＣＡ文科省・ＪＳＴ文科省・ＪＳＴ 連携

支援 技術協力

地球規模課題の解決に地球規模課題の解決に

向けた国際共同研究向けた国際共同研究

開発途上国の
研究機関

日本の
研究機関 連携

外務省・ＪＩＣＡ外務省・ＪＩＣＡ文科省・ＪＳＴ文科省・ＪＳＴ 連携

支援 技術協力

文科省
JSPS

外務省
JICA

連携

①環境・エネルギー、防災、感染症対策等の

 
分野において、我が国の科学技術力を活用し、

 
開発途上国と共同で技術の開発・応用や新し

 
い知見の獲得を通じ、我が国の科学技術力の

 
向上とともに途上国側の研究能力の向上を図

 
り、課題解決を進める

②科学技術振興及び科学技術外交の観点か

 
ら我が国の研究者のニーズと開発途上国の

 
研究者のニーズをマッチングして派遣研究者

 
を戦略的に選定して派遣

事業概要

平成21年度

787878究

 
分野

環境・エネルギー 防災 感染症

12件 5件 4件

地域 アジア アフリカ その他

10件 6件 5件

平成20年度

研究分野 環境・エネルギー 防災 感染症

7件 3件 2件

地域 アジア アフリカ その他

6件 3件 3件

【地球規模課題対応国際科学技術協力採択件数・採択地域】 【科学技術研究員派遣事業採択数】

平成21年度 選考中

平成20年度 3名
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